
資⾦繰りに
お悩みの皆様へ

資⾦繰り⽀援のご案内

資⾦繰り⽀援

の御案内です 詳しくは裏⾯

政府系⾦融機関の
実質無利⼦・無担保融資
を年度末まで実施

資本性劣後ローン
を来年度も実施

伴⾛⽀援型特別保証を上限引上げ
のうえ、来年度も実施

＜ 令 和 ３ 年 度 補 正 予 算 等 ＞



資⾦繰り⽀援

お 問 い 合 わ せ 先

中 ⼩ 企 業 庁 事 業 環 境 部 ⾦ 融 課 （ 0 3 - 3 5 0 1 - 2 8 7 6 ）

＊政府系⾦融機関による実質無利⼦・無担保融資の申込期限を年度末まで延
⻑します。

＊資産査定上「資本」とみなせるため、⺠間⾦融機関の⽀援が受けやすくな
る⽇本政策⾦融公庫による資本性劣後ローンを来年度も実施します。

＊⾦融機関の伴⾛を条件に保証料が引き下がる伴⾛⽀援型特別保証を、利⽤
上限額を引き上げたうえで、来年度も実施します。

〇政府系⾦融機関による実質無利⼦・無担保融資
＊ 対 象 者 ： 新 型 コ ロ ナ の 影 響 で 、 売 上 が 減 少 し た 中 ⼩ 企 業

（ ⼩ 規 模 個 ⼈ ▲5 % / ⼩ 規模 法 ⼈▲1 5% / そ の他 ▲2 0% ）
＊ 開 始 時 期 ： 受 付 中 （ 期 間 を 今 年 度 末 ま で 延 ⻑ ）
＊ 無 利 ⼦ 上 限 ： ⽇ 本 政 策 ⾦ 融 公 庫 （ 中 ⼩ ） 3 億 円 、 （ 国 ⺠ ） 6 , 0 0 0 万 円

商 ⼯ 組 合 中 央 ⾦ 庫 3 億 円
＊ 無 利 ⼦ 期 間 ： 当 初 ３ 年 間
＊ 貸 付 期 間 ： 運 転 資 ⾦ 1 5 年 以 内 、 設 備 資 ⾦ 2 0 年 以 内
＊ 据 置 期 間 ： 最 ⼤ で ５ 年

〇⽇本政策⾦融公庫による資本性劣後ローン
＊ 対 象 者 ： 新 型 コ ロ ナ の 影 響 に よ り 、 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー が 不 ⾜ す る 企 業 や

⼀ 時 的 に 財 務 状 況 が 悪 化 し た た め 企 業 再 建 等 に 取 り 組 む 企 業
＊ 開 始 時 期 ： 受 付 中 （ 来 年 度 も 実 施 ）
＊ 融 資 上 限 ： ⽇ 本 政 策 ⾦ 融 公 庫 （ 中 ⼩ ） 1 0 億 円 、 （ 国 ⺠ ） 7 , 2 0 0 万
＊ 貸 付 期 間 ： 5 年 1 か ⽉ 、 7 年 、 1 0 年 、 1 5 年 、 2 0 年

※ 元 本 に つ い て は 、 期 限 ⼀ 括 償 還

〇伴⾛⽀援型特別保証
＊ 対 象 者 ： 新 型 コ ロ ナ の 影 響 を 受 け 、 売 上 が 1 5 ％ 以 上 減 少 し た 中 ⼩ 企 業 で 、

⾦ 融 機 関 の 継 続 的 な 伴 ⾛ ⽀ 援 を 受 け な が ら 経 営 改 善 に 取 り 組 む 者 。
＊ 開 始 時 期 ： 受 付 中 （ 来 年 度 も 実 施 ）
＊ 融 資 上 限 ： 6 , 0 0 0 万 円 （ 現 在 は 4 , 0 0 0 万 円 。 令 和 ４ 年 ２ ⽉ よ り 引 上 げ 。 ）
＊ 保 証 料 ： 原 則 0 . 2 ％
＊ 保 証 期 間 ： 最 ⼤ で 1 0 年
＊ 据 置 期 間 ： 最 ⼤ で ５ 年



⽣産性向上に
取り組む皆様へ

⽣産性⾰命推進事業のご案内
ものづくり・商業・サービス補助⾦

の御案内です 詳しくは裏⾯

＜ 令 和 ３ 年 度 補 正 予 算 等 ＞ （ 令 和 ４ 年 ６ ⽉ 時 点 版 ）

持続化補助⾦

 最⼤350万円のITツール導⼊補助
（ 別 途 P C 等 の 購 ⼊ も ⽀ 援 ）

（ サ イ バ ー セ キ ュ リ テ ィ 対 策 ⽀ 援 を 強 化 ）

事業承継・引継ぎ補助⾦
 事業承継・引継ぎに係る取組を

最⼤600万円補助

ＩＴ導⼊補助⾦

 最⼤2,000万円の設備投資補助

 最⼤200万円の販路開拓等補助



ものづくり・商業・サービス補助⾦

ＩＴ導⼊補助⾦ 事業承継・引継ぎ補助⾦

＊ 補 助 対 象 ： ⾰新的製品・サービスの開発⼜は⽣産プロセス等の 改 善 に 必 要 な 設 備 投 資 等
＊ 補 助 上 限 額 と 補 助 率 ：

右 表 参 照
申請類型 補助上限額（※1） 補助率

通常枠

750万円、1,000万円、1,250
万円

1/2（※2）
回復型賃上げ・雇⽤拡⼤枠（※3）

2/3デジタル枠
グリーン枠 1,000万円、1,500万円、

2,000万円

⼩規模事業者持続化補助⾦

＊ 補 助 対 象 ： ⼩規模事業者が経営計画を作成して取り組む販路開拓等
＊ 補 助 上 限 額 と 補 助 率 ：

右 表 参 照
申請類型 補助上限額 補助率

通常枠 50万円

2/3
（成⻑・分配強化枠の
⼀部の類型において、
⾚字事業者は3/4）

成⻑・分配強化枠
（賃上げ（事業場内最低賃⾦を地域別
最低賃⾦より30円以上引き上げる事
業者が対象）や事業規模の拡⼤）

200万円

新陳代謝枠
（創業や後継ぎ候補者の新たな取組） 200万円
インボイス枠
（インボイス発⾏事業者への転換） 100万円

(※1）従業員規模により異なる (※2）⼩規模事業者・再⽣事業者は2/3
(※3）前年度の事業年度の課税所得がゼロであり、常時使⽤する従業員がいる事業者が対象

＊ｲﾝﾎﾞｲｽ制度への対応も⾒据えたITﾂｰﾙの導⼊補助に
加え、PC等のﾊｰﾄﾞ購⼊補助等を⾏う枠「デジタル化
基盤導⼊枠」を創設します。

＊新たに、「セキュリティ対策推進枠」を創設します。

＊事業承継・引継ぎに係る取組を、年間を
通じて機動的かつ柔軟に⽀援します。

＊ 公 募 状 況 ：
1 1 次 公 募 実 施 中
( 8 ⽉ 1 8 ⽇ 締 切 )

＊ 公 募 状 況 ：
第 9 回 公 募 実 施 中
( 9 ⽉ 2 0 ⽇ 締 切 )

＊ ⾚ 字 な ど 業 況 が 厳 し い 中 で も 、 賃 上 げ 等 に 取 り 組 む 事 業 者 や 、 事 業 規 模 の 拡 ⼤ に
取 り 組 む 事 業 者 向 け に 特 別 枠 を 創 設 し 、 補 助 率 や 上 限 額 を 引 き 上 げ ま す 。

＊ 後 継 ぎ 候 補 者 が 実 施 す る 新 た な 取 組 や 創 業 を ⽀ 援 す る 特 別 枠 、
免 税 事 業 者 か ら イ ン ボ イ ス 発 ⾏ 事 業 者 に 転 換 す る 場 合 の 環 境 変 化 へ の 対 応 を ⽀ 援
す る 特 別 枠 を 創 設 し 、 上 限 額 を 引 き 上 げ ま す 。

＊ L P ガ ス 等 の 価 格 ⾼ 騰 等 の 影 響 を 受 け る 産 業 の 事 業 者 は 、 加 点 に よ る 優 先 採 択 を
実 施 し ま す 。

お 問 い 合 わ せ 先
• ものづくり・商業・サービス補助⾦：ものづくり補助⾦事務局サポートセンター（050-8880-4053）
• 持続化補助⾦ ：商⼯会地域の⽅ ※所在地によって異なるため右のQRコードよりご参照下さい。

商⼯会議所地域の⽅のお問い合わせはこちら（03-6632-1502）
• ＩＴ導⼊補助⾦ ：サービス等⽣産性向上IT導⼊⽀援事業 コールセンター（0570-666-424）
• 事業承継・引継ぎ補助⾦：経営⾰新事業のお問い合わせはこちら（050-3615-9053）

専⾨家活⽤事業/廃業・再ﾁｬﾚﾝｼﾞ事業のお問い合わせはこちら（050-3615-9043）

＊⾚字など業況が厳しい中でも、賃上げ等に取り組む中⼩企業向けに特別枠を創設
し、優先採択や補助率引上げを⾏います（最⼤1,250万円、補助率2/3）。

＊グリーン・デジタル分野への取組に対する特別枠を創設し、補助率や上限額を引き上げ
ます（ （グリーン枠）最⼤2,000万円・ （デジタル枠）最⼤1,250万円、補助率2/3）。

＊公募状況:
【経営⾰新】公募実施中（6⽉20⽇締切）
【専⾨家活⽤、廃業・再チャレンジ】

次回公募は７⽉中旬以降開始予定

※（独）情報処理推進機構（IPA）「ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨお助け隊ｻｰﾋﾞｽﾘｽﾄ」に掲載されたサービス

申請類型 補助対象経費 補助上限額 補助率

通常枠 I T ツ ー ル 30〜450万円 1/2
デジタル化
基盤導⼊枠

ITツール
( 会 計 ｿ ﾌ ﾄ 、 受 発 注 ｼ ｽ
ﾃ ﾑ 、 決 済 ｿ ﾌ ﾄ 等 )

5~50万円 3/4
50~350万円 2/3

PC・タブレット等 10万円 1/2
レジ・券売機等 20万円 1/2

ｾｷｭﾘﾃｨ対策
推進枠

ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ
利⽤料(※) 5~100万円 1/2

【商⼯会地域お問い合わせ先】

申請類型 補助上限額 補助率
経営⾰新
事業承継・引継ぎ後の
設備投資等の新たな取組

400万円 2/3

400〜600万円 1/2
専⾨家活⽤
事業引継ぎ時の
専⾨家活⽤費⽤等

600万円 2/3

廃業・再チャレンジ
事業承継・引継ぎに
関する廃業費⽤等

150万円 2/3

＊公募状況：公募実施中（通年公募）



事業の再構築に
取り組む皆様へ

事業再構築⽀援のご案内

事業再構築補助⾦

の御案内です 詳しくは裏⾯

 業況が厳しい事業者や事業再⽣に取り
組む事業者向けの特別枠を創設します

 新型コロナに加え、原油⾼･物価⾼等
の影響も受ける事業者向けの特別枠を
創設します

 グリーン分野での取組を重点的に⽀援
する特別枠を創設します

＜令和３年度補正予算、令和４年度予備費＞（令和４年７⽉時点版）



お 問 い 合 わ せ 先

事業再構築補助⾦

事業再構築補助⾦ コールセンター
＜ナビダイヤル＞0570-012-088 ＜IP電話⽤＞03-4216-4080

＊ 対 象 要 件 ： ① 2 0 2 0 年 4 ⽉ 以 降 の 連 続 す る 6 か ⽉ 間 の う ち 、 任 意 の 3 か ⽉ の 合 計
売 上 ⾼ が 、 コ ロ ナ 以 前 と ⽐ 較 し て 1 0 % 以 上 減 少 し て い る こ と

( ※ ) 以 下 の 要 件 は 撤 廃
「 2 0 2 0 年 1 0 ⽉ 以 降 の 連 続 す る 6 か ⽉ 間 の う ち 、 任 意 の 3 か ⽉ の 合 計 売 上 ⾼ が

コ ロ ナ 以 前 と ⽐ 較 し て 5 ％ 以 上 減 少 し て い る こ と 」
( ※ )  複 数 事 業 者 が 連 携 す る 場 合 は 売 上 ⾼ 減 少 分 の 合 算 が 可 能

② 事 業 再 構 築 指 針 に 沿 っ た 事 業 計 画 を 認 定 経 営 ⾰ 新 等 ⽀ 援 機 関 と
策 定 す る こ と 等

＊ 公 募 状 況 ： 第 ７ 回 公 募 実 施 中 （ 令 和 ４ 年 ７ ⽉ 1 ⽇ か ら ９ ⽉ 3 0 ⽇ ま で ）

＊ 対 象 経 費 ： 建 物 費 ( ※ ) 、 機 械 装 置 ・ シ ス テ ム 構 築 費 、 技 術 導 ⼊ 費 、 専 ⾨ 家 経 費 、
運 搬 費 、 ク ラ ウ ド サ ー ビ ス 利 ⽤ 費 、 外 注 費 、 知 的 財 産 権 等 関 連 経 費 、
広 告 宣 伝 ・ 販 売 促 進 費 、 研 修 費 （ ⼀ 部 の 経 費 は 上 限 等 の 制 限 あ り ）

( ※ ) 移 転 に 伴 う ⼀ 時 的 な 貸 ⼯ 場 等 の 賃 借 料 に つ い て も 建 物 費 の ⼀ 部 と し て 認 め る 。
＊ 補 助 上 限 額 ・ 補 助 率

申請類型 補助上限額 (※1) 補助率
最低賃⾦枠
（最低賃⾦引上げの影響を受け、その原資の確保が困難
な特に業況の厳しい事業者に対する⽀援） 500万円、1,000万円、

1,500万円 (※2)
中⼩3/4
中堅2/3回復・再⽣応援枠

（引き続き業況が厳しい事業者や事業再⽣に取り組む事
業者に対する⽀援）

原油価格・物価⾼騰等緊急対策枠（緊急対策枠）
（ウクライナ情勢･原油価格物価⾼騰等の、予期せぬ経済
環境の変化の影響を受けている事業者に対する⽀援）

1,000万円、2,000万円、
3,000万円、4,000万円
(※2)

中⼩3/4
中堅2/3
(※3)

通常枠 2,000万円、4,000万円、
6,000万円、8,000万円
(※2) 中⼩2/3

中堅1/2
(※4)⼤規模賃⾦引上枠

（多くの従業員を雇⽤しながら、継続的な賃⾦引上げに
取り組むとともに、従業員を増やして⽣産性を向上させ
る事業者に対する⽀援）

1億円

グリーン成⻑枠
（研究開発・技術開発⼜は⼈材育成を⾏いながら、グ
リーン成⻑戦略「実⾏計画」14分野の課題の解決に資
する取組を⾏う事業者に対する⽀援）

中⼩1億円、
中堅1.5億円

中⼩1/2
中堅1/3

（※1）補助下限額は100万円 （※2）従業員規模により異なる
（※3）500、1,000、1,500万円超は2/3（中⼩）、 1/2（中堅）
（※4）6,000万円超は1/2（中⼩）、 4,000万円超は1/3（中堅）

＊ 売 上 ⾼ 減 少 要 件 を ⼀ 部 緩 和 す る な ど 使 い 勝 ⼿ を 向 上 さ せ ま す 。
＊ 業 況 が 厳 し い 事 業 者 や 事 業 再 ⽣ に 取 り 組 む 事 業 者 に 対 す る 特 別 枠 を 創 設 し ま す

（ 最 低 賃 ⾦ 枠 等 も 継 続 ） 。 （ 最 ⼤ 1 , 5 0 0 万 円 / 補 助 率 3 / 4 （ 中 ⼩ ） ）
＊ グ リ ー ン 分 野 へ の 取 組 に 対 す る 特 別 枠 を 創 設 し ま す 。

（ 売 上 ⾼ 減 少 要 件 撤 廃 、 最 ⼤ 1 億 円 / 補 助 率 1 / 2 （ 中 ⼩ ） ）
＊ ウ ク ラ イ ナ 情 勢 や 原 油 価 格 ・ 物 価 ⾼ 騰 等 の 影 響 を 受 け て い る 事 業 者 に 対 す る

特 別 枠 を 創 設 し ま す 。
（ 最 ⼤ 4 , 0 0 0 万 円 / 補 助 率 3 / 4 （ 中 ⼩ ） ）


